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なお、アメリカのユネスコからの脱退は 1984 年であり、復帰は 2003 年である。イギリスの脱



















































































のである。審査は、2019 年 7 月 17 日の法学研究科会議で任命された 4 名の調査委員（主査 植






大法学』第 51 巻第 3・4 号（2018 年 1 月）に、「ユネスコ失敗の機能主義的解釈―1980 年代の
米英脱退を事例として」を『京都産業大学世界問題研究所紀要』第 34 号（2019 年 3 月）に、そ
れぞれ公表している。 
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国際機構が現実に機能するための諸条件を考察するのに活用するという方法も、説得的かつ魅力
的である。 
ただしそれゆえに、申請論文にはさらなる課題も派生する。まずミトラニーのアプローチを応
用することに関しては、ミトラニーの思想について、その歴史的文脈も含めてより精密に把握し、
その構想の妥当性を検証すべきであるとともに、ミトラニーに欠けているもの、ミトラニー以外
のアプローチで活用可能なものの検証を継続していくべきである。国際機構が現実に機能するた
めの諸条件の探究は、まさに現代に必須の研究課題であり、より精緻に考究していく価値が学術
的にも政治的にも存在するからである。研究対象としてのユネスコに関しては、事務局長の立場
がきわめて強いところに、ユネスコの国際機構としての例外性を認めることも可能であり、他の
諸事例との比較を通じて、国際機構が現実に機能するための諸条件を、研究対象面からもより多
面的に考究していくことが望ましい。急激に変化していく現代において、あるいは新たに国際機
構を創設するに際しても、これら諸条件の検討はきわめて有益である。 
今後、既存の国際機構を改革し、申請論文は、学術的に意義のある問題関心に即して、研究対
象と研究方法が適切に選択され、適切に連動され、学術的に価値の高い研究成果が明らかにされ
ている。研究対象をさらに増やし、研究方法をさらに検証していく必要があるものの、それは学
位申請者も自覚しており、今後の努力に期待したい。 
以上の通り、学位申請者は申請論文で、政治学・政策学などの専門知識に基づき、学術性の高
い分析と高度に説得力のある議論を展開し、グローバルな社会における公共性の形成という重要
な問題に取り組む姿勢を示している。これは、法政策学専攻博士後期課程のディプロマ・ポリシ
ーの基準を十分に満たすものである。 
調査委員 4 名は全員一致で、学位申請者中岡大記氏が、博士（法政策学）の学位を授与される
に十分な資格を有するものと判断した。 
